
事業番号 - - -

（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

72% 109% 82%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
-

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
消費者基本法第10条の２、消費者安全法第13条

主要政策・施策

59

-

実施方法

平成30年度

％

消費者意識・行動等の調査・分析及び消費者白書作成・報告 担当部局庁 消費者庁 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 参事官（調査・物価等担当） 参事官　吉田 充志

事業名

会計区分

令和3年度

▲0.2

翌年度へ繰越し -

計

令和2年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

令和4年度要求

予算
の状
況

令和元年度

消費者の意識や行動、様々な政策ニーズについて、包括的な意識調査を行い、その結果を踏まえ、消費者問題の現状や課題、政府の取組等の全体像を分
かりやすくまとめた消費者白書を作成し、公表する。ほかに消費者被害・トラブル額の推計等も行っており、消費者白書作成にも当該データ等を利用してい
る。
消費者安全法の規定に基づき、消費者庁に集約された消費者事故等に関する情報の集約及び分析を行い、その取りまとめ結果を公表し、庁内及び関係行
政機関、地方公共団体等と共有し、適切に消費者に対して提供する。

▲0.1 -

64

- 5.2

- -

-

▲ 0補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

56

--

46

-

平成26年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

消費者白書（「消費者政策の実施の状況」及び「消費者事故等に関する情報の集約及び分析の取りまとめ結果の報告」）を作成し、消費者問題の現状等に対
する消費者の理解促進を通じて、消費者被害の拡大及び発生防止を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） -

令和3年度行政事業レビューシート 消費者庁

執行額

64 64 55.9 56 123

64 46

執行率（％） 72% 100% 82%

-

-

-

消費者基本計画（令和３年６月閣議決定）
第５章１．（１）②、５．（１）
消費者基本計画工程表　Ⅴ（２）②

平成30年度 令和元年度 令和2年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

56 123

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度 年度-

令和3年度当初予算

42

13

0

0委員等旅費

職員旅費

その他

計

0

0

2021 消費

-

0

20 0036

0

1

56 123

109

13

1

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

消費者政策調査費

非常勤職員手当

情報処理業務庁費令和3・4年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由令和4年度要求



チェック

3年度
活動見込

4年度
活動見込

- -

1 -

①支出金額／消費者意識調査等の実施回数

年度

定性的な成果目標と平成30～令和2年度の達成状況・実績

達成度

円

活動指標

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

- -

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

1 1 1

-72 84 -

活動実績 回数

当初見込み 回数

令和元年度 令和2年度

2 1 1

百万円/回 25.5/1

単位

消費者白書掲載ページへ
のアクセス数

回数目標値

4,879,673 3,505,588

2,953,463 4,879,673

実績

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

定量的な目標が設定できない理由

平成30年度

代替目標

25,920,000 36,080,000 22,220,000 25,500,000

計算式

回数

％

①消費者白書作成に向けた意識調査等の実施件数

代替指標
中間目標

-

25.9/1

本事業は消費者白書の作成等を目的としており、事業の定量的
な成果指標を設定することは困難である。

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

令和元年度 令和2年度

単位当たり
コスト

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

本事業は消費者白書の作
成等を目的としており、事
業の定量的な成果指標を
設定することは困難であ
る。

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

2,939,590

3
平成30年度 令和元年度 令和2年度

毎年度消費者白書を作成し、公表することで、国民の消費生活の安定及び
向上を確保するための施策を推進することを定性的な指標として設定する。
平成30年度～令和２年度について、目標を達成できた。なお、令和元年度及
び令和２年度については目標値を下回っているが、依然高水準であるため、
目標達成としている。

- 3,500,000

165

3,505,588

36.1/1 22.2/1

3年度活動見込

目標最終年度

年度

平成30年度



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

１　消費者意識基本調査掲載
ページアクセス数

消費生活や消費者政策に関する
一般消費者の意識、行動等につ
いて包括的な調査項目を設定し
た、消費者意識基本調査を毎年
度継続的に実施する。

２　消費者白書掲載ページア
クセス数

　既存の消費者事故等情報やＰＩ
Ｏ－ＮＥＴ情報等を活用した消費
者被害額推計等の内容を消費者
白書に盛り込み、広く国民へ情報
提供を実施する。

目標定性的指標

-

単位
計画開始時

2年度 3年度

-

中間目標 目標最終年度

-

- -

K
P
I

(

第
一
階
層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

-

目標最終年度

- -- -

-

-

目標値

中間目標計画開始時
2年度 3年度

-

-

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

-

達成度

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

単位

令和元年度 令和2年度

-

-

目標値 -

-

-

年度

施策の進捗状況（目標）

年度

-

-

％ - - - -

-

- -

取組
事項

分野： -

施策の進捗状況（実績）

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

消費者意識基本調査掲載ページへのアクセス数及び消費者白書掲載ページへのアクセス数は、広く国民に情報提供を行っているか確認できる指標
となっている。

-

- -
定量的指標

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

年度年度

中間目標 目標年度
平成30年度

年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

実績値 - -

単位

既存の消費者事故等情報やＰＩＯ－ＮＥＴ情報等を活用した消費者
被害額推計等の内容を消費者白書に盛り込み、広く国民へ情報提
供を実施する。

施策の進捗状況（実績）

令和２年版消費者白書は「つくる責任、つかう責任、減らす責任」を
特集し、冊子を作成したほか、消費者庁ウェブサイトにおいて全文
及び概要（英語版を含む）をPDF形式及びHTML形式で公表した。

消費者政策の企画立案のため、消費生活や消費者政策に関する
一般消費者の意識、行動等について包括的な調査項目を設定し
た、消費者意識基本調査を毎年度継続的に実施する。

消費生活や消費者政策に関する一般消費者の意識、行動等につ
いて包括的な調査項目を設定した「消費者意識基本調査」を実施し
た。
また、その結果及び消費者事故等情報やＰＩＯ－ＮＥＴ情報等を活
用して「消費者被害・トラブル額の推計」を実施した。

-

施策 消費者政策の推進に関する調査・分析

政策 消費者政策の推進

測
定
指
標

令和２
年度

施策の進捗状況（目標）

令和２
年度

目標 目標年度

目標年度

定性的指標

-

達成度 ％ -

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
2
0



-

事業番号 事業名所管府省名

○

-

消費者基本法等に基づき消費者白書の作成等を行うもので
あるため、地方公共団体や民間等に委ねることができない。

○

評　価項　　目

消費者問題の現状等に対する消費者の理解促進を通じ、消
費者被害の拡大及び発生防止を図るものであるため、国民
や社会のニーズを的確に反映している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

‐

消費者白書等については、適切に国会に報告するなど消費
者基本法等に基づく取組を漏れなく行い、また、地方消費者
行政の現場や消費者団体等、様々な機関等で成果物は活
用されている。
加えて、適宜消費者庁ウェブサイトに公表・掲載することで、
より広く周知に努めている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

基本的には一般競争入札を行い、また、少額の事業に係る
随意契約においても見積合わせを活用する等、競争性の確
保に努めている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

無

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

消費者基本法等に基づき消費者白書の作成等を行うもので
あり、必要かつ優先度の高い事業である。

基本的には一般競争入札を行い、また、少額の事業に係る
随意契約においても見積合わせを活用する等、競争性の確
保に努めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

-

消費者白書等については、適切に国会に報告するなど消費
者基本法等に基づく取組を漏れなく行い、また、地方消費者
行政や消費者団体等、様々な機関等で成果物は活用されて
いる。
加えて、消費者庁ウェブサイトに公表・掲載することで、より
広く周知に努めている。

○

消費者白書の作成や、それに付随する意識調査の委託等、
目的に即した真に必要なものに限定している。

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

消費者白書等については、適切に国会に報告するなど消費
者基本法等に基づく取組を漏れなく行い、また、地方消費者
行政や消費者団体等、様々な機関等で成果物は活用されて
いる。
加えて、適宜消費者庁ウェブサイトに公表・掲載することで、
より広く周知に努めている。
なお、白書配布の目的として普及啓発を掲げているところ、
消費者団体等から勉強会等で活用したい旨、要望があった
ため、活動実績に見合っている。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

国が実施すべき事業を民間に委託して行っているものであ
るため、受益者との負担関係は妥当である。

国
費
投
入
の
必
要

性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



-

-

今後とも、経費削減と効果的な事業の実施に努める。

本経費は、以下のとおり適切に執行されている。

＜必要性＞
消費者白書は、消費者基本法及び消費者安全法の規定に基づき、国会への報告を行うことが義務付けられている。また、当該白書において、
消費者意識・行動や様々な政策ニーズについて記載できるように、消費者意識基本調査を実施し、調査結果に基づき消費者問題の現状や課
題を分析している。

＜効率性＞
消費者白書の作成（及びそれに付随する意識基本調査の委託）においては、基本的には一般競争入札を行い、また、少額の事業に係る随意
契約においても見積合わせを活用することで、より競争性が確保されるよう努めており、単位当たりコストは徐々に減少している。今後は、消費
者白書のオンライン活用を推進することで、関係行政機関、関係地方公共団体及び国民生活センターへの冊子提供数について見直しを図り、
更なる経費削減に努める。

＜効果＞
消費者白書はＰＤＦ版だけでなくＨＴＭＬ版も消費者庁ウェブサイトにおいて掲載することで、広く国民に発信している。また、印刷請負相手方に
おいて市販版も作成し、一般消費者が様々な媒体で消費者白書に触れることができるよう工夫を行っている。さらに、消費者白書に付随する調
査の結果については消費者白書作成のデータとして利用するほか、消費者行政の企画立案のための資料にも活用している。

-

御指摘を踏まえ、適切な目標の設定について検討を続けるとともに、消費者白書の公表の在り方については、引き続き検討していく。

関連する過去のレビューシートの事業番号

現
状
通
り

事業の効果等が適切に点検できるよう白書作成後の取組について、目標を設定するよう検討を図ること。
ウェブサイト公表及び市販により一般消費者が白書に触れるよう取り組んでいるところ、引き続きより公表結果が一般消費者に触れる機会が向上
されるよう検討を図ること。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

事
業
内
容

の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点検結果

平成23年度 -

平成24年度 -

平成27年度

平成26年度

令和2年度 消費者庁 0039

平成25年度 -

-

平成22年度 -

-

0014平成28年度

平成29年度 0013

平成30年度 0012

令和元年度 消費者庁 0013



※令和2年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

11.7

A.（社）新情報センター

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

0.5

金　額
(百万円）

令和２年版消費者白書の印刷、製本、電子
データ作成等

使　途

雑役務費

B.勝美印刷
金　額

(百万円）

22.2

費　目 使　途

計 22.2 計 11.7

雑役務費 消費者被害・トラブル額の推計 0.7 雑役務費 令和２年版消費者白書の和文英訳

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

雑役務費令和２年度消費者意識基本調査

費　目

C.アイザックマーケティング(株) D.勝美印刷(株)

費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

雑役務費 令和２年版消費者白書の梱包・発送 0.4 雑役務費 令和２年版消費者白書の市販版購入 0.1

計 0.7 計 0.5

使　途

計

費　目 使　途

計 0.4

E.朝日梱包(株) F. 勝美印刷(株)

費　目

0.1

金　額
(百万円）

G.事務費 H.人件費

費　目 使　途
金　額

(百万円）

消費者庁

４５．８百万円

（社）新情報センター

２２．２百万円

Ａ 【一般競争契約（最低価格）】

令和２年度消費者意識基本調査

勝美印刷（株）

１１．７百万円

B 【一般競争契約（最低価格）】

令和２年版消費者白書の印刷、製本、電子データ作成等

アイザックマーケティング（株）

０．７百万円

C 【随意契約（少額）】

消費者被害・トラブル額の推計

勝美印刷（株）

０．５百万円

D 【随意契約（少額）】

令和２年版消費者白書の和文英訳

勝美印刷（株）

０．１百万円

F 【随意契約（少額）】

令和２年版消費者白書の市販版購入

人件費

９．８百万円

H

政策調査員の賃金等

事務費

０．４百万円

G

委員等旅費、職員旅費、諸謝金、情報処理業務庁費 等

朝日梱包（株）

０．４百万円

E 【随意契約（少額）】

令和２年版消費者白書の梱包・発送



委員等旅費、
職員旅費、諸
謝金、情報処
理業務庁費

委員等旅費、職員旅費、諸謝金、情報処理
業務庁費等

0.4 9.8人件費 非常勤職員手当

計 0.4 計 9.8



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

E

F

G

チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

朝日梱包(株) 9010601040880 消費者白書の梱包・発送 0.4
随意契約
（少額）

- - -

勝美印刷(株) 9010001001855
令和２年版消費者白書の
和文英訳

0.5
随意契約
（少額）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（社）新情報センター1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

一般競争契約
（最低価格）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

2 -

法　人　番　号

1011005000041 22.2

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-
令和２年度消費者意識基
本調査の実施

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

勝美印刷(株) 9010001001855
令和２年版消費者白書の
印刷、製本、電子データ作
成等

11.7
一般競争契約
（最低価格）

2 -

1
アイザック・マーケ
ティング(株)

5010401092457
消費者被害・トラブル額の
推計

0.7
随意契約
（少額）

- - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

勝美印刷(株) 9010001001855
令和２年版消費者白書の
市販版購入

0.1
随意契約
（少額）

- - -

1 事務費 -
委員等旅費、職員旅費、諸
謝金、情報処理業務庁費
等

0.4 その他 - - -

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



H

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

チェック

年金事務所等 - 非常勤職員保険料等 1.4 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

職員Ａ - 非常勤職員手当 5.1 その他 - - -

- - -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - -

1

2

3

職員Ｂ - 非常勤職員手当 3.3 その他 - - -
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